
経営発達支援計画の概要 

実施者名 
秋田商工会議所（法人番号 ３４１０００５０００４８８） 

秋田市    （地方公共団体コード   ０５２０１９） 

実施期間 令和３年４月１日～令和８年３月３１日 

目標 

①挑戦する人材の育成 ―地域を担う人材の確保・育成 

②挑戦する企業の育成 ―秋田の強みを活かした産業振興の推進 

③活力ある秋田の創造 ―交流・定住人口の増加を目指すまちづくり 

事業内容 

３－１.地域の経済動向調査 

 「市内企業景況調査」、「市内経済動向調査」を実施し、地域及び業種等の経 

済動向の把握・分析を行い、小規模事業者支援の基礎資料として活用する。 

 

３－２.需要動向調査 

 バイヤー及び消費者に対するニーズ調査の実施により、需要動向を把握し、 

支援事業者に情報を提供するとともに効果的な計画実行へ向けた方向性を共有 

する。 

 

４.経営状況の分析 

 小規模事業者の経営状態を分析し、フィードバックするとともに経営の発達 

に向けた事業計画策定へ繋げる。 

 

５.事業計画策定支援 

 経営分析により抽出された強みや課題等を踏まえ伴走型で事業計画の策定を 

支援するほか、創業者の計画策定も併せて支援する。 

 

６.事業計画策定後の実施支援 

 経営指導員の定期的なフォローアップによる計画実行支援に加え、専門家や 

各種事業の活用を促進し経営力向上を図る。 

 

７.新たな需要の開拓に寄与する事業 

 小規模事業者の販路開拓・拡大を支援するため、商談会・展示会への出展や 

ＩＴ活用等の新たな事業展開の機会を提供し、新たな需要開拓に繋げる。 

 

連絡先 

 

秋田商工会議所 経営支援部 経営支援課 

〒010-0923 秋田県秋田市旭北錦町１－４７ 

ＴＥＬ 018-866-6677 ＦＡＸ 018-862-2101 

È－mail shien@akitacci.or.jp 

 

秋田市 産業振興部 商工貿易振興課 

〒010-8560 秋田県秋田市山王１丁目１－１ 

ＴＥＬ 018-888-5726 ＦＡＸ 018-888-5727 

È－mail  ro-inpr@city.akita.lg.jp 
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<製造業>（調査項目：業況、売上額、資金繰り、受注残、採算、従業員） 

  業況ＤＩ値は、前年同期比▲61.2 で大幅な悪化となっている。項目別でもすべての項目で

悪化となっている。特に売上額、受注残、採算については前年同期比▲60 を下回り厳しい状

況となっている。一方、従業員は受注減少などを要因に過剰となっている。 

  来期（7 月～9 月期）の見通しでは、業況は今期と比べ大幅な改善を見通しているものの、

自動車向け電子・デバイス製品や、飲食料品製造業は、依然厳しい状況が続くと予想される。 

 

<卸売業>（調査項目：業況、売上額、資金繰り、採算、従業員） 

  業況ＤＩ値は、前年同期比▲60.0 で大幅な悪化となっている。項目別でもすべての項目で

悪化となっている一方、従業員は過剰感を示している。 

  来期（7 月～9 月期）の見通しでは、今期よりさらに悪化の見通しで、特に業務用市場の需

要回復が望まれるところである。 

 

<小売業>（調査項目：業況、売上額、資金繰り、採算、従業員） 

  業況ＤＩ値は、前年同期比▲69.2 で前期(▲73.2)と比べ改善したものの、依然厳しい状況

が続いている。項目別では、売上額が悪化となったが、資金繰り、採算が改善し、従業員は不

足感縮小を示している。 

  来期（7 月～9 月期）の見通しでは、今期と比べ改善を見通している。項目別では、売上額

と資金繰りでわずかな改善を、従業員については不足感の拡大を見通している。 

 

<サービス業>（調査項目：業況、売上額、資金繰り、採算、従業員） 

業況ＤＩ値は、前年同期比▲76.7 で大幅な悪化となり厳しい状況となっている。項目別で

は、採算、売上額、資金繰りが悪化した一方、従業員は大幅な不足感の縮小を示し、休業や時

短営業の影響が顕著となっている。 

来期（7月～9月期）の見通しでは、業況で▲66.6と今期と比べ改善を見通している。項目

別では売上額、採算で改善を見通す一方、資金繰りでは悪化を見通し、従業員は横ばいを示し

ている。 

  

また、今年 8月中旬に秋田市、当所、河辺雄和商工会、秋田大学と共同で実施した新型コロナ

ウイルス感染症の影響に関するアンケート調査（対象：秋田市内中小企業者 327社から回答）に

よると、今後の事業運営への課題で最も多かったのが「顧客・消費者の回復や確保」25.6%、「経

営計画の見直し」が 11.9%、「新たな製品やサービスの開発」が 10.0%となっている。 

また、こうした課題に対し求める支援では、資金繰りが 17.1%、販売促進が 12.8%、設備投資

が 10.4%で 3項目合計で約 40%を占めている。 

 

【地域の課題】 

①地域全体 

 地域の現状①②③を踏まえた地域全体の課題は次のとおり。 

 

・管内の人口は減少の一途を辿る見込みであり、マーケットの縮小が懸念されるため、人口が 

多い首都圏を含む県外への販路拡大が必要である。 

・生産年齢人口についても減少していく見込みであり、若者等の域外流出に歯止めをかける 

 ことが必要である。そのために、域内の約 8割を占める小規模事業者の持続的発展と競争力 

の強化により、魅力的な企業を創出し雇用環境を整備し地域を担う人材の確保に努めて行く 

ことが重要となってくる。 
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・交流及び定住人口拡大のため、官民が連携して地域活性化に向けた取り組みを行う必要が 

ある。 

・労働力不足や人件費の上昇、事業主の高齢化や後継者難などの社会問題が深刻化する中、社 

会構造の大きな変革に対応していくための的確な経営状況の把握と分析、売上増加と※利益 

率向上を見据えた新たな分野への参画を視野に入れた事業計画の策定が必要となっている。 

 

  ※利益率…法人は売上高に占める経常利益の割合、個人事業主は売上高に占める税引前利益 

の割合を指す。以下も同様。 

 

②産業別 

地域の現状④を踏まえた産業別の課題は次のとおり。 

 

<建設業> 

 ・少子高齢化や人口減少の影響は顕著で、熟練技術者等の人材確保が喫緊の課題となっている。 

 

<製造業> 

 ・新型コロナウイルス感染症の影響によるサプライチェーンの毀損への対応、ＩＣＴ、Ｉo 

  Ｔ等の導入による業務の効率化や生産性の向上を図っていく必要がある。 

 

<卸・小売業> 

 ・新たな生活様式への移行が進む中で、ＥＣサイト活用などによる販売手法の転換やキャッ 

  シュレス決済の導入など時代に即した営業展開が必要となっている。中でも、土産品などの 

観光関連商品を主力とする業態は、新たな取組への転換が急務である。 

 

<サービス業> 

 ・イベント等の中止や延期、観光業界の落ち込みによる受注の減少が顕著となっている。中で 

も、飲食店や宿泊業などをはじめ営業形態が BtoCである事業者が多く、新たな生活様式に 

対応し、テイクアウトなど顧客の獲得に向け提供するサービスの見直しや消費者ニーズを踏 

まえた新たなサービスの確立などが必要となっている。 

 ・域内のマーケットは縮小傾向にあるため、売上増加のためには自社商品のブランド化など 

  による首都圏を含む県外への販路拡大が必要である。 

 

 各業界とも、新型コロナウイルスの影響は今後も続くことが予想され、それでもウィズコロナ

から、アフターコロナ、ポストコロナとそれぞれの状況に応じて対応していかなければならない。  

また、３年後、５年後、１０年後を見据えた持続的発展を遂げるため、売上ならびに利益の確

保を図るべく、事業計画を立て事業を展開していかなければならない。 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

 ①10 年程度の期間を見据えて 

  「（１）地域の現状及び課題」に記載のとおり、少子高齢化が全国トップクラスで進行して 

いる秋田県では人口減少問題が深刻化している。国立社会保険・人口問題研究所が発表した調 

査によると、秋田県内では、当所が所管する県都、秋田市を含む 90％以上の都市が 20年後の 

2040年には消滅する可能性があるという結果が示されている。 
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※国立社会保険・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口推計」 

 

 そのような状況下において、必然的に浮き彫りとなるのが、専門的知識や経験を必要とする 

後継者問題を含む事業承継問題であるが、これについては現存する「秋田県事業引継ぎ支援セ 

ンター」と「秋田県事業承継ネットワーク地域事務局」が令和 3年度より統合し「事業承継総 

合支援センター」となる予定であり、この機関でのワンストップでの対応が可能となる。 

  事業承継を除く前述の課題を踏まえ、秋田市内商工業者のうち実に 8割を占める小規模事業 

者に対し、当所としては、次の 5点の角度から長期的に管内小規模事業者の成長・発展を支援 

していく方針である。 

 

・管内マーケットが縮小する中、消費者人口の多い首都圏を含む県外への販路を求める事業 

  者について、特産品のブランド化、ＥＣサイト参画、商談会・展示会出展等への支援とフ 

ォローアップを行う。 

・生産年齢人口の減少による人手不足を課題として抱えながらも、生産性の向上を図る事業 

  者について、助成制度等の活用によるＩＣＴ、ＩoＴ等の導入支援とフォローアップを行う。 

・管内小規模事業者のうち 7割以上が商業・サービス業などの第 3次産業であるため、地域 

  を支える産業として、その層全体の売上増加に寄与する事業を実施する。 

・後継者不足や経営者の高齢化を背景とした事業承継相談は「事業承継総合支援センター」と 

の連携によりワンストップで対応する。また、秋田市の施策活用と事業連携を図りながら、 

新規創業支援を強化することで、管内小規模事業者数の維持向上と新たな雇用の創出を図っ 

ていく。 

 ・新型コロナウイルス感染症の影響による売上減少が顕著となる中、新たな生活様式に対応 

すべく業態転換を図り、売上増加と利益率向上を図る事業者に対し、助成制度等の活用を促 

進し、積極的な支援とフォローアップを行う。 

  

②共同作成先 秋田市との連動制・整合性 

【第 13次秋田市総合計画 新･県都『あきた』成長プラン（平成 28年 4月～令和 3年 3月）】 

  基本理念を「ともにつくり ともに生きる 人・まち・くらし」とし、秋田市の将来の目指す
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新たな事業の創出 

Ⅰ.創業促進 

Ⅱ.創業機運醸成や起業家交流促進 

Ⅲ.事業拡大の促進 

地域特性に応じた事業活動 

Ⅰ.商店街振興 

Ⅱ.６次産業化、農商工連携 

Ⅲ.地域資源の活用や技術継承 

Ⅳ.観光インバウンド 

Ⅴ.スポーツ・文化資源の活用 

人材育成・確保 

Ⅰ.地元定着の促進 

Ⅱ.Ａターン就職促進 

Ⅲ.働く女性の職場環境整備 

Ⅳ.高年齢者の就業機会拡大 

小規模事業者に必要な支援 Ⅰ.主体的取組の促進に必要な支援 

  

③商工会議所の役割 

管内には取り巻く環境や業種が異なる小規模事業者が数多く存在しており、それぞれが課題

を抱えている。そして、事業者の中にはその課題にすら気づいていない者も多く存在する。 

当所に求められている役割は、「経営分析」を通じてそういった課題に対して気づいてもら

うこと、そしてその課題を解決するための「事業計画」の策定を支援すること、更にその後の

「フォローアップ」を通じて明らかになる事業計画を実行していく上での「障害」を取り除き、

事業者が売上増加と利益率向上に向け全力で走れる環境を整えることである。 

 

（３）経営発達支援事業の目標 

小規模事業者に対する長期的な振興のあり方を踏まえ、本計画における目標は以下のとおり

とする。 

  

①挑戦する人材の育成 ― 地域を担う人材の確保・育成 

 経営分析による課題の抽出と、それを解決する事業計画の策定を支援し、対象事業者の売上 

増加と利益率の向上に取り組むほか、安定した雇用の確保に繋げるとともに、創業について行 

政や金融機関と連携を図りながら支援を行い、地域を担う人材を育成する。 

 

 

 

 

 

 

 

②挑戦する企業の育成 ― 秋田の強みを活かした産業振興の推進 

特産品のブランド化、ＥＣサイト参画、商談会・展示会出展等への支援とフォローアップ 

を行い、全国に向け秋田の強みを活かした産業振興を推進する。 

 

 

 

 

 

事業期間 5年間の目標は次のとおり 

・事業計画策定 470 社（うち創業先 70社） 

・売上増加事業者数 100社 

・利益率 5％以上増加事業者数 70社 

 

事業期間 5年間の目標は次のとおり 

 ・商談展示会出展支援 90社  

・商談成立 55社 
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③活力ある秋田の創造 ― 交流・定住人口の増加を目指すまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業期間 5年間の目標は次のとおり 

・数値目標の設定はないが、本計画の共同作成先である秋田市と連携し、芸術文化の 

交流拠点施設整備を核とした「芸術文化ゾーン」の形成や「竿燈まつり」開催時の 

賑わい創出イベントの実施等を通じて交流・定住人口の拡大に向け取り組んでいく。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和３年４月１日～令和８年３月３１日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

①挑戦する人材の育成 ― 地域を担う人材の確保・育成 

小規模事業者の環境の変化に対応した持続的発展を支援するため、経済動向調査や需要動向 

調査による消費者ニーズの把握、経営分析等を踏まえながら、ＩＴ関連セミナーなどを通じて、 

新たな販売手法などへの意識醸成を図り、事業計画（経営戦略）の策定から実行、フォローア 

ップまで伴走型で継続的に支援する。 

また、創業支援については、秋田市や関係機関との連携を図りながら、当所で主催する「あ 

きた起業塾」「事業計画書ブラッシュアップコース」「起業向け各種補助金申請支援」を通じ支 

援を行い、地域を担う人材＝事業者の育成に努める。 

 

②挑戦する企業の育成 ― 秋田の強みを活かした産業振興の推進 

経営分析、経済動向調査や需要動向調査を踏まえ、自社の強みを捉え、向かうべき方向性な 

どを共有しながら、事業計画策定・実行を支援するとともに、新たな需要開拓に向けて商談会 

や展示会をはじめ販路開拓につながる各種事業への参画促進を図り、販路開拓・拡大戦略の策 

定と実行に繋げ、中小企業・小規模事業者の発展による産業振興の推進に努める。            

また、経営力向上のため様々な取組に挑戦する小規模事業者に対しては、経営指導員が各種 

補助金や専門家相談等の活用を勧めながら伴走支援を行う。 

 

③活力ある秋田の創造 ― 交流・定住人口の増加を目指すまちづくり  

県都である秋田市中心市街地は、「久保田城跡の千秋公園と連携した城下町ルネッサンス」 

をコンセプトとした認定基本計画に基づき、産学官金が一体となり、行政や民間団体・事業者 

による開発や賑わいイベントなどが行われている。 

当所では、街区内の芸術文化施設等の魅力や取組を共有し、その発信策などを研究する「芸 

術文化ゾーン活用研究会」の開催や、商店街やまちづくり団体などが実施する賑わ 創出イベ 

ントの発信、ご当地のグルメを県内外の人々に発信するご当地グルメフェスティバルの開催な 

どを通じ、交流人口・定住人口の増加に寄与するべく取り組んでいる。こうした地域活性化事 

業の実施により、交流人口の拡大を図り、域内の中小企業・小規模事業者への波及に繋げてい 

く。 

 

以上の方針に基づきながら、小規模事業者の経営の発達に向けて、経営指導員による伴走支援

のみならず、専門家、関係機関等との連携を密に取り組んでいくとともに、支援体制のブラッシ

ュアップ及び強化に努めながら、計画した事業を確実に遂行し目標達成に向け取り組む。 
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３-２．需要動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

中小小売店舗を対象に年末年始における消費動向調査を実施しているが、個社別の商品・サ 

ービスに限定した調査・分析には至っていない。 

 

【課題】 

管内の小規模事業者が取り扱う地元特産品では、米類（あきたこまち）加工品、比内地鶏加 

工品、酒類、稲庭うどん、工芸品等が代表的なものであるが、それらの需要動向についての調 

査を実施しておらず、改善に向けた分析ができていない。 

 

（２）事業内容 

  特産品の需要動向を把握し、新商品開発や改良に役立てるため、以下の商談会等において、 

米類加工品、比内地鶏加工品、酒類、稲庭うどん、工芸品等を取り扱う小規模事業者を中心に、 

①～②の需要動向調査を実施する。また、当該調査の分析結果を事業計画に反映する。 

 

■伊達な商談会 in AKITA（調査対象：ﾊﾞｲﾔｰ） 

優れた新商品を持ち、全国に向けて市場開拓を 

目指す事業者の支援を目的に、ノウハウを持つ仙 

台商工会議所の協力を得て当所が実施している。 

【開催時期】10月 

【出展商品】地元特産（加工）品 

【来場者数】バイヤー9社 

【出展社数】23社 

 

■ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁ東北（調査対象：ﾊﾞｲﾔｰ及び来場者） 

東北地域におけるﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞの創出を目的と 

して 2006年に初めて開催。2019年は 503企業・ 

団体、496ブースが出展、商談件数が 274件と、 

東北最大のビジネス商談展示会に成長。 

【開催時期】11月 

【出展商品】地元特産（加工）品 

【来場者数】7,426名（バイヤー含む） 

【出展社数】503社 

 

■ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄﾄﾚｰﾄﾞｼｮｰ（調査対象：ﾊﾞｲﾔｰ及び来場者） 

ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄを中心とする食品流通業界に最新情 

報を発信する商談展示会。全国のｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄを中 

心とした小売業をはじめ、卸・商社、中食、外食、 

海外などから多数のバイヤーが来場する全国最大 

規模の商談展示会。 

【開催時期】2月 

【出展商品】地元特産（加工）品 

【来場者数】80,428名（バイヤー含む） 

【出展社数】2,362社 
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（３）事業内容 

 ①事業計画策定セミナー 

小規模事業者が、地域の需要変化や環境の変化に 

対応した持続的な経営を行うため開催する。 

 【募集方法】ﾁﾗｼ配布、新聞広告、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ告知等 

 【回  数】年間 1回（3月に開催） 

 【カリキュラム】事業計画策定の必要性とﾎﾟｲﾝﾄ 

 【参加者数】30名 

 

 ②経営革新セミナー 

企業の存続のため、自らの強みや特性を活かして 

変化する経営環境や競争に積極的に対応するための 

経営革新計画の策定を支援する 

 【募集方法】ﾁﾗｼ配布、新聞広告、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ告知等 

 【回  数】年間 1回 

 【カリキュラム】環境分析、ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ、実務演習等 

 【参加者数】10名 

 

 ③国県市各種助成金事業計画書策定支援（創業以外） 

  【支援対象】管内小規模事業者 

【助 成 金】小規模事業者持続化補助金（国）、あきた元気づくり事業（県）、中心市街地商 

業集積促進事業（市）等 

【手段・手法】管内を 4つの地区に分け、各地区に経営指導員を 3名配置。法定経営指導員 2 

名が推進と進捗管理を行う。場合により、外部専門家も交えることも検討。 

 

 ④あきた起業塾 

創業希望者の知識向上と事業計画の策定支援を行 

うため開催する。 

【募集方法】ﾁﾗｼ配布、新聞広告、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ告知等 

 【回  数】年間 3回 

 【カリキュラム】起業の心構えから事業計画策定まで 

  【参加者数】30名×3回 

 

 ⑤事業計画書ブラッシュアップコース 

あきた起業塾の修了者等への個別サポートとして、 

より具体的な事業計画の策定を希望する起業者を支 

援するために個別指導を行う。 

【募集方法】ﾁﾗｼ配布、新聞広告、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ告知等 

 【回  数】年間 3回 

 【カリキュラム】事業計画のﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟ 

  【参加者数】10名×3回 
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（２）事業内容 

毎年度終了後、本計画に記載の事業の実施状況及び成果について、以下の方法により評価・

検証を行う。 

 

①法定経営指導員による進捗状況確認 

法定経営指導員 2 名を含む経営指導員間で四半期ごとに支援にあたっている事業計画の進

捗状況を共有するとともに、問題点、課題等に対する改善策を協議する。結果については次項

「外部評価委員会」にて報告を行い、委員からの意見を伺い改善を加えていく。 

 

②外部評価委員会の設置・開催 

外部評価委員会を設置し、事業の実施状況、成果の評価・見直し案について意見を伺う。委

員については第 1 期経営発達支援計画外部評価委員会委員に加え、新たに秋田県及び有識者

（秋田県中小企業診断協会）を加えて組織する。進行及び説明については法定経営指導員が行

い、結果については経営指導員にフィードバックする。 

委員長：秋田商工会議所専務理事 

委 員：秋田県産業政策課長、秋田市商工貿易振興課長、よろず支援拠点責任者、日本政 

策金融公庫秋田支店長、秋田県信用保証協会経営支援部長、秋田県中小企業診断 

協会長で構成 

 

③当所内での情報共有 

当所の正副会頭会議、常議員会に外部評価委員会の協議結果を報告するとともに、事業の実 

施状況、成果の評価・見直し案を提示して意見を伺い、次年度の事業内容の改善に向けた参考 

とする。 

 

④情報公開 

上記の②③の結果を当所のホームページ（http: /www.akitacci.or.jp）に公表する。 

 

９．地域経済活性化に資する取組に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

  秋田市を訪れる観光客の多くは、年間を通して最大のイベントである「竿燈まつり」に集中

しており、当所では期間中、飲食業界や周辺事業者への波及効果を生み出すため「全国に向け

た秋田の食の魅力のＰＲ」及び、「周辺商店街への誘客促進」に取り組んできたが、ここ数年

は入込数が横這いとなっている。 

 

【課題】 

  人口減少によるマーケットの縮小ならびに少子高齢化による生産年齢人口の減少が進む中、

交流人口を拡大していくことが１つの対策であるが、現在は大規模イベントの開催などで一時

的に増加するものの、恒常的な交流人口の増加にはつながっていない。 

  現在も実施している集客力のある大規模イベントをはじめ各種事業を継続しながら、恒常的

に交流人口の拡大に繋がるよう県、市、商店街、関係機関が一体となって根気強く取り組んで

いくことが求められる。 
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（２）事業内容 

①秋田市中心市街地活性化協議会の開催 

秋田市が策定する第 2期中心市街地活性化基本計画の実施に関し必要な事項と、その他中 

心市街地の活性化の総合的かつ一体的な推進に関し必要な事項について協議することを目 

的として年 3回開催。 

2017年 4月にスタートした第 2期計画は、久保田城跡の千秋公園を核とし、周辺に点在 

する芸術文化施設に令和 4年 3月完成予定の県市連携文化施設「あきた芸術劇場」を加えた 

地域を芸術文化ゾーンと位置づけ、各施設が交流人口の拡大に向け取り組んでいる。 

○関 係 者  

・東北経済産業局…協議会オブザーバーとして連携 

・秋田県…協議会オブザーバーとして連携 

・秋田市…協議会委員として連携 

・公立大学法人 秋田公立美術大学…協議会委員として連携 

・国立大学法人 秋田大学…協議会委員として連携 

・㈱秋田銀行…協議会委員として連携 

・㈱北都銀行…協議会委員として連携 

  ・（公財）秋田観光コンベンション協会…協議会オブザーバーとして連携 

 

②ご当地グルメフェスティバルの実施 

8月 3日から 6日まで開催される竿燈まつり期間中に併せて、県内のご当地グルメを結集 

した屋台村の実施により、全国に向けた秋田の食の魅力のＰＲ及び、周辺商店街への誘客促 

進を目的として実施。実行委員会を年間 3回程度開催し、関係者と意見交換を実施する。 

  ○関 係 者  

・秋田市…後援先、実行委員会委員として連携 

  ・（公財）秋田観光コンベンション協会…後援先、実行委員会委員として連携。 

○日  程 8月 3日～6日 

○場  所 大町イベント広場（秋田ニューシティ跡地） 

○事業内容 

・県内のご当地グルメを集結した屋台村 

・地酒、地ビールの販売・ＰＲコーナーの設置 ほか 

 

 ③ギュギュっとあきた週末イベントリレーの実施 

秋季に秋田市中心市街地で開催される各イベントが連携し、一体化したＰＲを行うことに 

より、期間中の交流人口の拡大と継続的な賑わいを創出すること目的に実施。実行委員会を 

年間 3回程度開催し、関係者と意見交換を実施する。 

○関 係 者  

・秋田県…地域の集客力アップについて、該当する補助金申請を通じて支援 

・秋田市…負担金拠出、実行委員会委員として連携 

  ・（公財）秋田観光コンベンション協会…実行委員会委員として連携 

○日  程 9月～10月 

○場  所 秋田市中心市街地各所 

○事業内容 

・共通ロゴ使用、イベントを集約したチラシ作成等イベントのＰＲ 

・各イベント間での相互ＰＲ推進 

・秋田県外へのＰＲ推進 
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（別表２） 

経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和５年７月現在） 
（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達支 

援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体制  

等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           ※は経営指導員兼務 

 

（２）商工会及び商工会議所による」小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営 

   指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 
 
 ①当該経営指導員の氏名、連絡先 

  ■氏 名：伊藤 智 

  ■連絡先：秋田商工会議所 経営支援部  TEL：018-866-6675 

  ■氏 名：芳賀 清志 

  ■連絡先：秋田商工会議所 経営支援部 経営支援課  TEL：018-866-6677  

②当該経営指導員による情報の提供及び助言 

  ・経営発達支援計画事業の実施、実施に係る指導及び助言、目的達成に向けた進捗管理、事業の 

   評価、見直しをする際に必要な情報の提供を行う。 

（３）商工会及び商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会議所                  

  〒010-0923 秋田県秋田市旭北錦町 1-47      

  秋田商工会議所 経営支援部 経営支援課          

TEL：018-866-6677 / FAX：018-862-2101  E-mail: shien@akitacci.or.jp                    

②関係市町村 

 〒010-8560 秋田県秋田市山王一丁目 1-1 

   秋田市 産業振興部 商工貿易振興課  

TEL：018-888-5728 / FAX：018-888-5727 E-mail: ro-inpr@city.akita.1g.jp 

専務理事 

総務企画部 

部長 

専門経営指導員 

事務局長 
経営支援部 

部長 

法定経営指導員 

(兼専門経営指導員) 

 

秋田市 

産業振興部 

商工貿易振興課 

まちづくり推進課 
専門経営指導員１名 

経営指導員  ４名 

 

経営支援課 
法定経営指導員１名※ 

経営指導員  ４名 

記帳専任職員 １名 

総務課 
補助員    １名 

一般職員   ３名 

嘱託     １名 

 

企画振興課 
経営指導員  ３名 

補助員    １名 

検定・共済推進課 
経営指導員  １名 

記帳専任職員 １名 

補助員    ２名 

一般職員   １名 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

必要な資金の額 37,600 37,600 37,600 37,600 37,600 

 

地域の経済動向調査 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 

経営分析の状況 760 760 760 760 760 

事業計画策定支援 19,150 19,150 19,150 19,150 19,150 

事業計画策定後の実施

支援 
120 120 120 120 120 

需要動向調査 620 620 620 620 620 

新たな需要開拓事業 3,270 3,270 3,270 3,270 3,270 

地域活性化事業 9,180 9,180 9,180 9,180 9,180 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

 

調達方法 

 

①会費収入 ②事業収入 ③県補助金 ④市補助金 ⑤事業受託費 ⑥雑収入 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 


